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資料１



二拠点居住について

感染症の拡大によりテレワークが一般化し、都市部と地方部の双方に生活と仕事の拠点を持つライフ
スタイルである、二拠点居住のニーズが急激に高まっている

二拠点居住の推進は都市部の感染リスクの低減とともに、地方の活性化に資するWin-Winの関係をつ
くるものであり、何よりも、人々のQOLを向上させる有⼒な⼿段

R2年度補正予算により推進のための事業費を計上
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出典︓住⺠基本台帳人⼝移動報告（⽉報）、移動者（外国人含）（令和元年（2019年）1⽉結果〜令和2年（2020年）12⽉結果）

コロナ禍による人の動き
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東京都ではこれまで転入超過の状態が続いていたが、2020年5⽉に初めて転出超過となり、7⽉以降
は転出超過の流れが定着

本県においては、これまで転出超過が継続し、特に東京都への流出が顕著な状況にあったものの、４
⽉以降は全ての⽉で転出超過が縮小するとともに、転入超過となる⽉も多い

⼭梨県への東京都からの転⼊超過人数
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県総合計画（2019年12⽉策定）の改定

３

新型コロナウイルスの感染拡大による急激な社会の変化等を受け現在⾒直しを進めているところで
あり、二拠点居住やワーケーションの推進についても明記

第2回山梨政策評議会（R3.1.27）



全国知事会における提言

４

令和2年11⽉全国知事会「活⼒ある地⽅の実現に向けた提言」
コロナ禍を踏まえた地方創生の方向性として、⻑崎知事の提案により『二拠点居住の推進』を記載

出典︓令和2年11⽉全国知事会「活⼒ある地方の実現に向けた提⾔」より抜粋



出典︓国⼟交通省国⼟政策局地方振興課通知（R2.12.8）
「「全国二地域居住等促進協議会（仮称）」の設⽴について」資料

関連する国の動き

5
出典︓内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局

「第１回地方創生テレワーク推進に向けた検討会議（R2.12.9）」資料

本研究会の開催（第１回研究会5/20、第１回二拠点居住推進部会9/15）後、国の各省庁においても、
テレワークの普及等を踏まえた地方への人の流れを生み出す取り組みが加速
地方創生テレワークの推進に向けた検討会議（R2.12〜）［内閣官房まち・ひと・しごと創生本部］
全国二地域居住等促進協議会（仮称）の設⽴（R2.12〜）［国⼟交通省国⼟政策局地方振興課］


